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１１１１．．．．はじめにはじめにはじめにはじめに 

 

電気自動車(EV)は環境面での性能の良さが注目され

ている反面、現段階では航続距離の短さが普及の妨げの

一つとなっている。しかし、いわゆるセカンドカーと呼

ばれるような日常生活圏のみで利用されている車両につ

いては、EVへの転換が十分可能とも考えられる。 

そこで本研究は、長期間にわたって一日の走行距離

が比較的短い車両の台数を推計することで、EV の潜在

需要を把握することを目的とする。 

そのために、まず、プローブ調査によって自動車複

数保有世帯の利用実態を調査する。次に、その結果をも

とに関根他(2006)において開発した長期間の自動車移動

再現シミュレータを改良する。最後に、自動車移動の再

現を行い、EV の潜在需要に関する考察を行う。なお、

本研究において考察の対象とする地域は、関根他(2006)

と同じ図１に示すような茨城県南部の地域である。 

 
図図図図１１１１    分析分析分析分析のののの対象地域対象地域対象地域対象地域（（（（茨城県南地域茨城県南地域茨城県南地域茨城県南地域）））） 

 

２２２２．．．．自動車複数保有世帯自動車複数保有世帯自動車複数保有世帯自動車複数保有世帯のののの利用実態利用実態利用実態利用実態 

 

（（（（１１１１））））世帯世帯世帯世帯におけるにおけるにおけるにおける自動車複数保有自動車複数保有自動車複数保有自動車複数保有のののの実態実態実態実態 

 平成11年度交通センサスをもとに、世帯の自動車保 

 

有台数を計算した結果を図２に示す。全国では複数保有

世帯の割合が 3 割を超え、乗用車平均保有台数は 1.42

台となっている。茨城県南地域では、複数保有の割合は

さらに高くなり、特に3台以上保有している世帯が全国

に比べて多く、自動車依存度の高さが覗える。実際、こ

の地域では世帯あたり保有台数が 1.64 台と全国平均よ

り高く、対象地域は全国でも自動車の複数保有化が進ん

でいる地域の一つである。 
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図図図図２２２２    道路交通道路交通道路交通道路交通センサスセンサスセンサスセンサスにににに基基基基づくづくづくづく 
1 台以上自動車台以上自動車台以上自動車台以上自動車をををを保有保有保有保有するするするする世帯世帯世帯世帯のののの保有台数保有台数保有台数保有台数のののの割合割合割合割合 

 

（（（（２２２２））））プローブカープローブカープローブカープローブカー調査調査調査調査のののの概要概要概要概要 

複数保有世帯を対象とした長期間の自動車利用実態

のデータは、筆者らが知る限り皆無に近い。そこで本研

究では、つくば市に居住する、自動車を2台以上保有し

ている7世帯の計17台の自動車に関し、平成18年7月

以降の3ヶ月間の走行データを取得した。各世帯の属性

は表１の通りである。プローブ機器としては、データテ

ック社製のセイフティ・レコーダおよび、アイ・ティ・

リサーチ社製の Behavior Context Addressable Loggers in 

the Shell (B-CALs)の2種類を用いた。 

 

表表表表１１１１    プローブカープローブカープローブカープローブカー調査調査調査調査モニターモニターモニターモニター世帯属性世帯属性世帯属性世帯属性    

職業 
世帯 ID 

世帯 
人数 

自動車 
保有台数 世帯主 配偶者 

データ 
取得 
日数 

世帯A 2 2 会社員 会社員 93日 

世帯B 2 2 公務員 主婦 93日 

世帯C 4 2 会社員 主婦 93日 

世帯D 2 2 会社員 会社員 92日 

世帯E 3 2 会社員 主婦 92日 

世帯F 6 3 教員 教員 93日 

世帯G 4 4 自営業 主婦 92日 

*キーワーズ：プローブカー、電気自動車、自動車複数保

有世帯 
**学生員、筑波大学大学院、システム情報工学研究科 
（茨城県つくば市天王台1-1-1 sekine20@sk.tsukuba.ac.jp） 
***非会員、修士(環境科学) 
****正会員、工学博士／博士(工学)／博士(工学)、 
筑波大学大学院、システム情報工学研究科 



（（（（３３３３））））プローブカープローブカープローブカープローブカー調査調査調査調査のののの結果結果結果結果 

本研究では、世帯主の利用する自動車を「一台目」、

配偶者その他が利用する自動車を「二台目」と定義する。 

調査では、予算と時間的な制約から、世帯の数が非

常に限られている。そのため、調査世帯の中には、休日

が出勤日である世帯も含まれる。また、一部の調査は夏

季休暇中にも実施された。そこで、本研究では歴の曜日

によって平日・休日と区別するのではなく、まず、入手

したプローブカーデータを GIS で解析し、その上でい

ずれか1台の自動車が職場へのトリップを行っている日

を「平日」と定義し、それ以外を「休日」と定義した。 

 

 
図図図図３３３３    世帯内世帯内世帯内世帯内のののの２２２２台台台台のののの車車車車のののの 

一日一日一日一日のののの走行距離走行距離走行距離走行距離のののの分布分布分布分布（（（（平日平日平日平日）（）（）（）（5kmごとごとごとごと）））） 

 

図図図図４４４４    世帯内世帯内世帯内世帯内のののの２２２２台台台台のののの車車車車のののの 

一日一日一日一日のののの走行距離走行距離走行距離走行距離のののの分布分布分布分布（（（（休日休日休日休日）（）（）（）（5kmごとごとごとごと）））） 

図３に平日、図４に休日の、それぞれプローブカー

調査データから計算した一日の走行距離分布を示す。 

図３では、世帯主が自動車を通勤に利用していない

世帯A（ただし、配偶者は通勤に利用）の存在により、

二台目のみ運行されているというケースも見られる。休

日と比較すると、一台目・二台目ともに運行している割

合が高く、その分布形から世帯の構成員が独立に自動車

を利用していることが覗える。今回の調査では、一台目

の一日の走行距離は 25km 以下に集中していて、全体的

に走行距離は短い。これに対し二台目は走行距離のばら

つきが大きい。これは、今回の調査では二台目の利用者

の多くが非就業者であり、また、就業者の場合では通勤

に加え買物などの行動を行ってから帰宅する傾向がある

ことによるものと考えられる。 

図４から、休日においては平日とは逆に一台目が多

く使われ、走行距離が長い傾向が見られる。走行距離が

短い距離帯に集中した平日に比べると、休日は走行距離

のばらつきが大きく、様々な行動が行われていると考え

られる。また、平日と比較すると、1 台のみの車両が運

行する割合が大きくなっている。道路交通センサスの複

数保有世帯のデータによる分析でも同様の傾向を確認し

ている。世帯の構成員が比較的独立した行動をとってい

ると考えられる平日に対し、休日は世帯単位で行動を行

う割合が高く、2 台の車両の運行に強い相関があること

が分かる。 

 

３３３３．．．．長期間長期間長期間長期間のののの利用利用利用利用をををを考慮考慮考慮考慮としたとしたとしたとした世帯内世帯内世帯内世帯内でのでのでのでの電気自動車電気自動車電気自動車電気自動車

のののの潜在的需要潜在的需要潜在的需要潜在的需要のののの把握把握把握把握 

 

（（（（１１１１））））潜在需要潜在需要潜在需要潜在需要をををを把握把握把握把握するするするする基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方 

プローブカー調査より、自動車複数保有世帯におけ

る車両の移動実態が明らかになった。その結果をもとに

2 台の車両の使われ方をモデル化し、対象地域内の複数

保有世帯の車両移動をシミュレーションすることで、日

常の利用において支障を生じず、現行の自動車から EV

へ転換可能な台数を推計する。 

 

（（（（２２２２））））シミュレータシミュレータシミュレータシミュレータのののの構築概要構築概要構築概要構築概要 

本研究では、筆者らが開発した長期間の自動車移動

状態を再現するシミュレータ（関根他(2006)）を改良し、

シミュレーションに用いた。 

一つ目の大きな改良点は、シミュレーションを行う

単位を自動車単位から世帯単位へと変更したことである。

関根他(2006)では自動車を単位としてシミュレーション

を行っており、全ての自動車の移動は独立しているとい

う仮定が置かれていた。それに対し、本研究におけるプ

ローブカー調査の結果によれば、自動車複数保有世帯に

おいては、特に休日を中心として車両の利用は強い依存
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関係にあり、独立な移動という仮定は適切でないことが

明らかである。そこで、世帯内での自動車利用を明示的

に考慮するために、世帯の概念をモデルに追加し、その

上で自動車一台一台の再現を行うこととした。 

二つ目の改良点は、休日における自動車移動再現の

精緻化である。関根他(2006)でも、通勤行動の有無やト

リップ数など、平日と休日でシミュレーションの方法は

異なっている。しかし、既述のとおり、各自動車は独立

に移動していると仮定されており、走行距離の算出には

平日と休日で同様のアルゴリズムを採用している。これ

に対し本研究では、休日における自動車複数保有世帯内

での車両の利用実態を踏まえ、2 台の車両の利用が相互

に依存するような関係で規定する。具体的には、後述の

ように、一日の走行距離分布が2台の車両において強い

相関を持つように、分布形を与えることにする。 

 

（（（（３３３３））））シミュレーションシミュレーションシミュレーションシミュレーションのののの具体的具体的具体的具体的なななな手順手順手順手順 

シミュレーションの具体的な手順は図５に示すとお

りである。世帯属性の決定、自動車属性の決定、1 日の

自動車移動の再現という順序で計算を行う。本研究の対

象地域内における自家用乗用車の総数は 738,999 台であ

り、この全台数に関して以下で説明するような手順を実

行する。就業の有無や走行距離、トリップ数などは、す

べて分析結果に基づいて設定した確率分布に従ってラン

ダムに行う。その際、擬似乱数を用いているが、本研究

では多くの変数を扱い、70 万台以上の自動車の移動再

現を行うため、生成速度が速く、長い周期を持つ

Mersenne Twister を用いている。 

まず、東京都市圏 PT 調査小ゾーンから 1 ゾーンを本

拠地として選択し、そこから 1 世帯を抽出する。PT 調

査における保有台数割合から、その世帯の自動車保有台

数を決定し、複数保有世帯であれば、さらに道路交通セ

ンサスの利用者別の就業割合より、一台目、二台目それ

ぞれの就業有無を決定する。 

続いて、世帯内の各自動車の月間走行距離等の属性

を決定する。就業者の場合は、まず道路交通センサスよ

り作成した通勤・通学OD 表に基づいて通勤・通学先ゾ

ーンを決定し、そのゾーンまでの距離を通勤距離とした

上で、1 ヶ月の走行距離を決定する。非就業者の場合は

通勤先が無いので、すぐに1 ヶ月の走行距離の決定を行

う。そして、決定された1ヶ月の走行距離に基づいて、

1 日の走行距離の分布を決定する。1 台目の属性の決定

が完了したら、続いて二台目に移る。 

属性の決定後、1 日の自動車移動再現に移る。まず平

日については、自動車属性として与えられた1日の走行

距離分布からある日の走行距離を決定し、さらに、その

決定した走行距離に基づいて 1日のトリップ数を決定す

る。就業者の場合は通勤先へのトリップを行い、2 トリ

ップであれば次のトリップで本拠地への帰宅を行うが、

3 トリップ以上であれば本拠地の OD 表の移動割合に基

づいて別のゾーンへの移動を行い、残りのトリップ数が

1 になるまで繰り返した後、最後のトリップで帰宅する。

非就業者の場合は、全てのトリップをOD 表の移動割合

に基づいて行い、就業者同様、最後のトリップで本拠地

へ帰宅する。 

休日においては、(2)で説明したような改良に基づき、

プローブカーデータより求められた休日の走行距離分布

を用いて走行距離を決定し、それに応じたトリップ数を

算出して移動再現を行う。走行距離分布としては、プロ

ーブカー調査の結果をもとに、以下のような式を用いた。 

{ }2
2

2
13221121 exp),( ccccccf θθθ −−−∝  

ここで、c1・c2はそれぞれ1台目・二台目の自動車の 

走行距離であり、f(c1,c2)は確率密度、 ),,,( 321 ′= θθθθ は 

パラメータである。 3θ は、1 台目の車と二台目の車の

相互作用を表している。パラメータの値として、

5.2,032.0,019.0 321 === θθθ を用いた。 

以上の再現手順を平日 22 日、休日 8 日分繰り返し、

1 世帯の 1 ヶ月における再現が完了する。なお、図５は

複数保有世帯の場合であるが、世帯が1台のみの車両を

有する場合は、二台目の再現手順をスキップしたものと

なっている。実際のシミュレーションにおいては、域内

における全ての自動車保有世帯に対して移動再現を行う。 

 
図図図図５５５５    シミュレーションモデルシミュレーションモデルシミュレーションモデルシミュレーションモデルのののの概要概要概要概要 



４４４４．．．．複数保有世帯複数保有世帯複数保有世帯複数保有世帯におけるにおけるにおけるにおける電気自動車電気自動車電気自動車電気自動車のののの潜在的需要推計潜在的需要推計潜在的需要推計潜在的需要推計 

 

（（（（１１１１））））現行現行現行現行のののの自動車利用下自動車利用下自動車利用下自動車利用下におけるにおけるにおけるにおける潜在的需要潜在的需要潜在的需要潜在的需要 

電気自動車の航続距離は、市街地で走行を行う場合

にはカタログに記載の航続距離の 50%程度であるとい

うことが林田ら(1994)によって指摘されている。そこで、

本研究では 100km を電気自動車の航続距離と想定する。 

図６は、シミュレーション結果に基づき、1 台目・二

台目それぞれの1ヶ月間における1日の走行距離の最大

値を 100km 単位に区切って表したものである。世帯内

の両方の自動車が 100km 以内の走行しか行わなかった

世帯は 0.5%ほどしかなく、残りのほぼ全ての世帯で、

少なくともどちらか 1 台は一ヶ月内に 100km 以上走行

した日があるということになる。しかし、世帯内におけ

るどちらかの自動車の 1 日走行距離が 100km 以内であ

る割合が 32.1%であることから、現在の利用状況下でも

約3分の1の世帯において電気自動車への転換が可能と

考えられる。特に、本研究で定義した二台目、すなわち

世帯主以外が主として利用する車の 20%以上が、100km

以内の走行に限られており、いわゆるセカンドカーとし

ての電気自動車の潜在的な需要の大きさが示唆される。 

 
図図図図６６６６    車両車両車両車両をををを 2 台保有台保有台保有台保有するするするする世帯世帯世帯世帯におけるにおけるにおけるにおける 

1 ヶヶヶヶ月間月間月間月間のののの最長最長最長最長 1 日走行距離日走行距離日走行距離日走行距離（（（（100kmごとごとごとごと）））） 

表表表表２２２２    シミュレーションシミュレーションシミュレーションシミュレーション結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく 
車両車両車両車両をををを 2 台保有台保有台保有台保有するするするする世帯世帯世帯世帯におけるにおけるにおけるにおけるEV のののの導入可能性導入可能性導入可能性導入可能性 

なお、1 日の走行距離が 2 台とも 100km を超える世

帯において、そのうちの6割の世帯ではどちらかの自動

車は 200km 以下の走行距離になっていることから、も

し、電気自動車の航続距離がカタログに示されていると

おりの数字であれば、70％近い世帯において代替が可能

であることも分かる。 

（（（（２２２２））））世帯内世帯内世帯内世帯内でのでのでのでの利用調整利用調整利用調整利用調整をををを行行行行ったったったった場合場合場合場合のののの潜在的需要潜在的需要潜在的需要潜在的需要 

(1)での分析の結果、世帯において走行距離や目的に

応じて、2 台のうちもっぱら一方を長い距離の走行に使

うという世帯内での自動車の利用調整を行えば、電気自

動車の潜在的需要はさらに大きくなることが予想される。

そこで、1 ヶ月間の世帯内の各自動車の最長 1 日走行距

離が 100km を超えている世帯に関して、このような利

用調整を行った上で、各車両の最長1日走行距離を計算

した（図７）。この図において、走行距離の短い方の車

両の最長 1 日走行距離が 100km 以下であれば、この自

動車は、現在の航続距離性能下でも電気自動車に代替す

ることが十分可能であるといえる。同日に2台の自動車

が 100km 以上を走行している割合は 10%未満であり、

世帯内利用調整を用いることで 91.2%もの世帯において

電気自動車の導入が可能になることが分かった（表３）。 

 

図図図図７７７７    シミュレーションシミュレーションシミュレーションシミュレーションにおけるにおけるにおけるにおける世帯内世帯内世帯内世帯内のののの 
2 台台台台のののの最長最長最長最長 1 日走行距離分布日走行距離分布日走行距離分布日走行距離分布（（（（100kmごとごとごとごと）））） 

 

表表表表３３３３    世帯内利用調整世帯内利用調整世帯内利用調整世帯内利用調整をををを用用用用いたいたいたいた場合場合場合場合のののの 
電気自動車電気自動車電気自動車電気自動車のののの導入可能性導入可能性導入可能性導入可能性 

導入可能世帯 導入不可能な世帯 

どちらか 1台の 
走行距離が 100km以下 

2台とも 100km以上 

91.4% 
（131,790台） 

8.6% 
（12,365台） 
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EVの導入が可能な世帯 EVの導入が不可能な世帯 
2台とも 

100km以下 
1台のみ 

100km以下 
1台は 

200km以下 
2台とも 

200km以上 
0.03% 
（500台） 

32.1% 
（44,497台） 

41.2% 
（59,284台） 

26.4% 
（38,957台） 

km

km

走行距離が長い方の 

車両の最長1日走行距離 走行距離が短い方の 

車両の最長1日走行距離 
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合 
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